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清末～民国初期のモンゴル旗―庁（県）関係
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はじめに
　
清朝のモンゴルには、末期の蒙地開放（移民実辺）政策によって
農業移民が急増する以前から、モンゴル各旗が独自に行った「招墾
」（１）
や、清政府が行った「借地養民
」（２）
を通じて、一定数の民
人（３）
が移入し、
農耕を営んでいた。彼らはみな旗に押荒
銀（４）
や地
租（５）
を納めていたが、
これらは完全にモンゴル旗に帰属するもので、清政府とは関係がなかった。しかし、蒙地開放は、旗の土地に対する権利を一変させ、押荒銀の半分と地租の四割が旗の取り分から差し引かれて清政府にまわされるようになった。 によって移入してきた民人 管理するために、開放されたモンゴル旗の土地（以下、開放蒙地）に庁、県などが続々と設立 る。これらの庁、県は隣接する駐防将軍や都統の管轄下に置かれていた。清末以降、これら将軍、都統のモンゴル旗へ 統制 強化さ るが、その権限は次第に庁、県など
に移譲されるようになっ
た（６）
。このため、モンゴル旗と庁・県との間
で争いが多発し、関係が複雑化する。　
内モンゴル東部地域には嫩江、松花江、月亮泡などの河川や湖が
多く分布して るので、蒙地の開放は、多くの場合、川沿いの地質が良い地域、或いは東清鉄道の両側から始められ、周辺へと拡大していった。しかし、開放された蒙地に囲まれた河川や湖の利権に関しては不明な点が多い。また、蒙地に関する従来の調査・研究は、土地自体に着目することが多く、河川や湖を重視してこなかった嫩江、松花江 臨むジャライト旗、ドゥルベト旗、ゴルロス前・後旗は豊かな漁場を有してい ため、漁業者から徴収す 魚租は旗の重要な収入源となっ いたが、特に嫩江の支流である洮児河と月亮泡を有するジャライト旗の漁業は最も盛んであっ 。後 満洲国期の記録によれば、康徳三年（一九三六年）の時点で、ジャライト旗が開放地から徴収する蒙
租（７）
は毎年九万四千四百十七圓であったが、
魚租は十万二千六百圓であっ
て（８）
、魚租額が蒙租を上回っていたこと
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ジャライト旗の魚租問題を中心に
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が分かる。　
光緒二十六（一九〇〇年）年、黒龍江将軍衙門はジャライト旗の
開放地に扎賚特荒務行局（光緒三十二年に大賚庁、民国二年に大賚県と改称）を設立した それ以降、旗の開放蒙地からの地租と魚租の徴収は、旗と扎賚特荒務行局との利権争いの焦点となる。この内、地租 金額 ほぼ一定不変であったが、魚租の額は漁獲量によって常に変動した。このため、地租に比べて魚租の状況はさらに複雑であって、多く 紛争が発生した。　
清朝末期と民国初期の内モンゴル情勢、特に清と北洋政府の対内
モンゴル政策については、数多くの研究が存在す が、そ ほとんどは、広汎な地域を概括的に扱うものであり 特定の旗と庁（県）との関係を取り上げた具体的な研究はまだ欠落 ている。そこで本稿においては、ジャライト旗と大賚庁（ ）との間で起きた魚租問題を取り上げ その推移をあとづけ、蒙地内 河川・湖に関わる利権の実態 、そうした利権をめぐる旗・庁（県）関係 端を明らかにしたい。　
なお、本稿において、引用史料中の［
　
］は筆者による補足、
（
　
）は筆者による注釈である。
一
　
蒙地開放前、ジャライト旗と
　　
黒龍江将軍衙門との関係
１
　
ジャライト旗と黒龍江将軍衙門との関係
　
蒙地開放以前からジョソト盟や、ジョーオダ盟・ジリム盟の南部
地域では、漢人農民の増加につれて、彼らを管理する庁や県が続々と設置され、漢人に関わる訴訟案件があった場合、旗と庁・県が合同で処理していた。一方、漢人と関わりのない旗人のみの訴訟案件は、旗が独自に処理していた。　
この時期、ジャライト旗はまだ開放されておらず、また「招墾」
も行っていなかったため、同旗にはごく少数の漢人やモンゴル 農民、漁夫が居住しているだけで、庁や県も設置されていなかった。したがって、これらの人々はジャライト旗に管理され、黒龍江将軍衙門は旗の訴訟事件の処理に関わらなかった。この状況は同旗の土地開放まで続く。２
　
ジャライト旗の魚租の状況
　
清末以降の史料・文献には、農耕化が進む以前 モンゴル人は伝
統的な牧畜業を中心に生計を立てており、農業や漁業を重視なかった、という記載がしばしば見られ
る（９）
。また、内モンゴル東部
地域は河川や湖に恵まれていたにもかかわらず、モンゴル人は宗教
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的理由によって魚を食べず、漁労も行わず、漢人の捕魚活動に対して禁止政策を採 いたとい
う
）（（
（
。しかし、実際には、すでに清代中
期の乾隆年間に、少なくとも松花江水系では、漁業がかなりの規模で営まれ、魚租の徴収も行なわれて
た
）（（
（
。
　
宣統三（一九一一）年に編纂された『東三省政略』の記録によれ
ば、清末に至ると 嫩江―松花江流域のほとんどのモンゴル旗で漁業が行われており、地域や漁場により金額や徴収方法に相違はあるものの、魚租が広汎に徴収されていたことがわか
る
）（（
（
。満洲国時代の
調査によれば、ジャライト旗における魚租は光緒十（一八八四）年から徴収され始めたのであ
る
）（（
（
。
　
魚租は課程銀（灘課
）
）（（
（
と魚股（網租
）
）（（
（
からなっていた。課程銀と
は、旗が漁業者（網戸達
）
）（（
（
に捕魚執照を発給する際、漁場の大きさ
に応じて徴収する料金であ
る
）（（
（
。課程銀はモンゴル旗に特有のもので
あって、隣接する松花江沿岸の双城、扶余などの地域には存在しない
）（（
（
。魚股の金額に比べて課程銀は極めて少なかったが、後に引用す
る史料から分かるように、旗はその徴収にこだわっていた。そ 理由は、河川や湖の利用に関する決定権が旗に る とを強調しかったからと考え れる。　
魚股とは、漁獲総額の中から旗が徴収する分である。ジャライト
旗の場合は、漁獲総額から網戸の食事などの費用を差し引いた後残りを三等分して、旗 網戸達、網
戸
）（（
（
に分けてい
た
）（（
（
が、旗側の取り
分を魚股或いは網租という。同旗は開放される光緒二十六（一九〇
〇）年まで、毎年約六万六千吊（当時、三吊は庫平銀一両にあたる）の魚股を独自に徴収してい
た
）（（
（
。
二
　
蒙地開放後、ジャライト旗と大賚庁との関係
１
　
大賚庁の設置
　
東北三将軍の管轄地域は、財政的に自立できないので、毎年戸部
や関内各省から経費の支給を受けていた。ところが、咸豊年間以降、農民蜂起などの影響で関内各省は大きな打撃を受け、自身も経費不足に陥ったため、東北地域へ回ってく 経費は常に定められた金額に達しないように った。そこで、将軍らは財政収入 増やすために蒙地の開放を要求し
た
）（（
（
が、清政府と一部のモンゴル旗の反対で実
現に至らなかった。　
こうした中で、日清戦争で敗北を喫した清は多大の債務を負い、
ロシアによる東清鉄道の建設をも容認せざるを得なくなって、東北地域はさらなる危機にさらされた。清政府は、領土の確保と財政状況の改善のため 、蒙地開放を主張する大臣たちの主張を取り入れることを余儀なくされた。光緒二十五（一八九九）年 黒龍江将軍恩澤はジャライト旗の出放を奏請して許可され、同二十六年五月十九日に同旗における蒙地開放が開始され
る
）（（
（
。義和団の乱の影響で、
実際の出放は光緒二十八年まで実施されなかったが、黒龍江将軍衙門はすでに二十六年のうちに、黒龍江蒙古荒務総局扎賚特荒務行局
八〇
を設立していた。　
扎賚特荒務行局は黒龍江蒙古荒務総局の出張所であるが、同行局
には、黒龍江将軍衙門が制定した「扎賚特蒙荒招墾章程
」
）（（
（
によって
「あらゆる民間の訴訟を一切行局に辦理させる」権限が与えられたため、開放地に囲まれた水域で漁業を行なう民人の訴訟も当然その範囲に属した。これによって、もともと旗の管轄を受けていた漁業者らは、旗の管轄から外されて同行局の管轄下に移され、ジャライト旗は漁業者 対する拘束力を失うことになった。後述するように、光緒二十六年以降、ジャライト旗の魚租は徴収不良 なるが、その原因の一つはこのことに求められよう。　
開放後しばらく経つと、民人が激増し、扎賚特荒務行局で 管理
しきれなくなったため、光緒三十二年、扎賚特荒務行局は大賚庁に改編され
た
）（（
（
。大賚庁はジャライト旗の掣肘を受けることなく、黒龍
江将軍衙門の管轄の下にジャライト旗開放地の民人を管理し、一方本来の旗人は依然としてジャサク衙門に管理されること なった。２
　
大賚庁の権限の拡大
　「新政」の進展に伴い、行省設置が一つの柱として議論の俎上に上るが、モンゴル地域における行省設置は、一部のモンゴル人 モンゴルに駐在する将軍・大臣らの反対で実現でき かっ 。一方、東北三将軍管轄地域は、光緒三十三（一九〇七）年に行省に改編され、その上に東三省総督が置かれ、総督 下に蒙務局が設けられて
ジリム盟十旗の事務管理を担当した。東部内モンゴル地域に設立された州、県は各行省の管轄下に置かれ
た
）（（
（
。
　
宣統元（一九〇九）年正月二十七日、東三省総督徐世昌と黒龍江
巡撫周樹模は黒龍江省の官制改革状況を上奏し、十七条からなる「黒龍江省設治章程」を提案した。その第二条と第十四条には、
第二条、新設する兵備道は本省の督撫の令を承って、交渉、関税、境内を巡邏・防備する各軍の調達を辦理し、並びに所轄の府、州 県を監督し、兼ねて旗、モンゴル［人］の一切の事務を辦理する。第十四条、全ての設治地域［庁や県が設置された開放蒙地］においては、あらゆ 旗・モンゴル人と民人との訴訟に関わる案件は、悉く所轄の地方官に直接審理させる。旗側 人員、モンゴル人員は均しく定例に照らして干渉してはならな
い
）（（
（
。
とあり、モンゴル旗における省の権限拡大が盛り込まれていた。ただし、この提案は清政府 批准されなかったようである。翌年（一九一〇年）正月 東三省総督錫良らは上奏し、開放蒙地については
東［三］省に所属する哲里木盟十旗 歴年放荒し、 ［そこに］設けられた官［庁］は合わせて三府、四庁 一州 十県ある。その管轄権限には元から統一した規定が無かった。今蒙務総局に令して企画させ、行政権限をはっきり区分させるべきであ今後、既に設治がなされた全ての地域において 全部洮南などの章程に照らして辦理させ、あ ゆる租糧は地方官に徴収
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させてから［旗の取分を］当該旗に渡すべきである。漢人もモンゴル人も、田宅の典買、納税、浮多地があったり、或いは界を争う事情があったりした場合は、 ［当事者 ］モンゴル人か漢人かを問わず、モンゴル は地方官と協議し、場合によっては地方官の清
丈
）（（
（
を請うべきである。 ［モンゴル旗は］独自に取
調べてはならない
と述べて、また非開放蒙地については
其の設治が為されてい 地域（未開放地）の各モンゴル旗においては、元からあった草租や車捐などを管理する局は［その事務を］一律地方官（庁、県）に渡して取り調べさせ、 ［地方官が］定章を規定して 、辦理すべきである。…（略 …モンゴル人同士の間の訴訟案件については、モンゴル旗 処 し終わったとしても、不当に扱われた者があって、地方官がそれを知り、或いは［その者が］地方官の所へ赴いて訴えれば、地方官が［その案件を改めて］審理することを許す。将来［未開放地に］州、県を尽く設置し、 ［州、県を］衙門（行省 属させる
と述べた。これに対して清政府は、
租糧を徴収す ことについては、もしモンゴル旗が上奏 た上で開墾させたものであれば、以前のとおり［モンゴル旗が］自ら租を徴収することを許す。 ［地方官がそれを］にわかに略奪するわけにはいかない。モンゴル旗が私に土地を出放 たり
民人が勝手に開墾したりして、それを上奏していなかった事情があれば、地方官に令を下し、モンゴル旗と会同して［その土地を］清丈させるべきであり、モンゴル旗が独自に清丈する例を廃止すべきである。…（略）…モンゴル旗における訴訟は、モンゴル人同士の間の案件と、民人・ 人間の案件 分けられるが、その審理方法は［旧例に］照らして辦理すべきであ
る
）（（
（
として、総督の提案の一部は受け入れたものの、多くの内容は却下した。つまり、総督はモンゴル旗に関わる租税 徴収、土地の出放、訴訟案件の処理などの権限を全部東三省側に引き渡すように求めたが、清政府は、旗が上奏を経て独自に出放した蒙地から徴収する地租は旗側に帰属させることを明言した。また、旗が上奏を経ずに私に出放した場合、省側はそれを清丈する権限を持つが、その場合も旗と合同で清丈しなければならず、省側が独自に清丈することは認められなかった。そ て、旗における訴訟案件 処理については従前通り、モンゴル人間の案件は旗に、モンゴル人・漢人間の案件は旗と省の双方に処理させることとしたのである。　
しかし、陳祖墡『東蒙古紀程』によれば、旗と庁（県）が併存す
る東部内モンゴル地域の 庁（県）の関係は、 「地方官は 旗権力を奪い、訴訟案件があった場合に旗に通達しないで独自で処理し、三、 四品の旗員をすら任意に連行し、蒙民 多く 漢語を知らないため官府 恐れて、理がある に理を失う。 ［漢人］官吏ら
八二
これを以て［蒙民を］ゆすり取って、やらないことはない
」
）（（
（
という
状況となっていた。すなわち、実態としては庁（県）はモンゴル旗を圧迫していたのであり、徐世昌や錫良らの上奏は、ただ清政府の認可 得てそれを制度面において正当化しようとしたものに過ぎない。３
　
魚租の変化
①魚租の徴収不良　
上述のように、ジャライト旗は毎年約六万六千吊の魚股を徴収し
ていたが、光緒二十六年以降、徴収不良となった。その原因 直接説明する史料は見当たらないが、この年に起きた二つ 大きな出来事が想起される。　
一つは、扎賚特荒務行局の設立である。同局には「あらゆる民間
の訴訟を一切行局に辦理させる」権限が与えられた。そのため、漁業者も農民も民人であるので旗の拘束を受けなくなり、扎賚特荒務行局の指示を仰ぐようになった。漁業をめぐる当時の訴訟案件に関する史料は見当たらないが、土地をめぐる訴訟案件は史料上確認できる。そこで 、ジャライト旗は扎賚特荒務行局の把握して い農地の位置や境界 確認などに協力するだけで、案件 処理には参与せず、扎賚特荒務行局が処理した後にジャライト旗に結果を通達するという手順が取られてい
る
）（（
（
。このように、行局の設立に伴って
旗の民人への統制力 弱まったことが、魚租徴収に困難を生じ
た可能性が考えられる。　
もう一つは、義和団の乱である。当時、義和団を鎮圧するために
ロシアは東北地域を制圧し、ロシア軍に敗れた清軍の敗残兵や義和団の残党の多くは馬賊に転身 たので、馬賊による被害が激増した。これら 馬賊はロシア軍、清軍を避けて兵力が弱いモンゴル各旗に入り、略奪蹂躙し
た
）（（
（
。こうした戦乱と旗の衰弱に乗じて、漁業者は
魚租の徴収をごまか たので ないかと推測される。②魚租の共同徴収　
光緒三十（一九〇四）年に日露戦争が勃発すると 戦乱を避ける
ために、 「黒龍江の住民、商人、八旗官兵らは、皆ジャライト旗の地に逃げ込んで、戦局を観望した。その人数は十一万人にのぼる。該郡王（ジャライト旗ジャサク）は難民の救済に力を尽 し、それは約一年間続いた。日露講和後、難民らは続々と帰ったが、該旗の家畜と食料の半分は奪われたり、盗まれたりした。該郡王が自ら救済に消費したも は［旗の家畜と食料の］半分を占める。この め該旗は致命的な打撃を受け、負債も多くなった
」
）（（
（
。こうして、いよ
いよ財政的 窮地に追い込まれた が目 つけたのは、徴収不良になっていた魚租の回復であった。しかし、これは黒龍江当局の協力がなければ実現できないの ジャライト旗地局は光緒三十一（一九〇五）年に総理黒龍江省墾務兼扎賚特行局事宜慶山に文書を送り、
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月亮泡と河（嫩江）一帯に昔から網房が二十五ヵ所あり、これまで王府から照をもらって漁労し、毎年漁獲の三割三分を王府に納入し、残りは網戸（網戸達と網戸）に属していた。当該の網戸等は、以前は規約に遵って租を納めていたが、庚子（光緒二十六年）以後、魚租の大部分を延滞して納めなくなったり、或いはごまかしたりする者が現れ、一文も納めない者もいる
と当時の状況を陳述し、今後の魚租の徴収方法について「両局が共同で徴収し、魚租 折半 て、業戸（網戸達と網戸）の不正行為を防止したい
」
）（（
（
と提案した。扎賚特荒務行局の収入を増やすチャンス
を得た慶山は、本来であればまず将軍程徳全に事情を報告して許可を得てから行動すべきところであったが、それを待たずに「十人を二組に分けて派遣 てジャライト旗地局と共に魚租徴収に当たらせた
」
）（（
（
。その上で慶山は将軍程徳全に文書を送って事情を説明し、 「こ
の機会に乗じて操作すれば、自ずから利を収めることができる」と報告し、 「 ［この方法 ］永遠に常例と為し、将来［魚租の徴収権を］大賚庁に帰属させよう
」
）（（
（
と、将来の計画にも言及した。この報
告を受けた程徳全は「魚租徴収の整頓は直ちに辦理すべきである…（略）…収める魚租の金額が多ければ善後局に斟酌させて票照（営業免許）を起草させ、それを派遣する委員らに渡して各網戸達に配布せよ
」
）（（
（
と指示を下した。また、同じ文書をジャライト旗ジャサク
にも送った。こうしてジャライト旗の魚股収入の半分は黒龍江当局に渡されるようになった。
　
管見の限りでは、清末の魚租に関する史料としては、上記光緒三
十一年の档案が最初のもので、それ以前に関連史料は見られないが、そのことは、黒龍江当局がそれまで魚租に注目していなかったことを示している。おそらく、扎賚特荒務行局は開放当初から人手不足であり、土地の出放で手一杯であったため 土地 外のことに目を配る余裕がなく、また同局の人員は黒龍江方面から派遣されたものなので、ジャライト旗 状況を十分把握できていな ったのであろう
）（（
（
。彼らと共に土地の出放を担当したジャライト旗の人員も、旗が
かつて多額 魚租を収めていたという事情を知らせなかったと考えられる。しかし、ジャライト旗が魚租の共同徴収を提案したことをきっかけに、黒龍江将軍衙門と扎賚特荒務行局 一気に利権を拡大しようとしたのである。これは、黒龍江当局がモンゴル旗から魚租を徴収した最初の例 はないかと考えられる。なぜなら 宣統二（一九一〇）年に編集された『黒龍江全省財政説明書』に、 「黒龍江省呼蘭府の魚租は開辦 て久しく経ってい が、大賚庁と肇州庁（ゴルロス後旗開放地）の魚租は始まったのがここ二、三年前のことである
」
）（（
（
と記されているからである。
　
ジャライト旗の魚租徴収をめぐる問題はこれで収まったわけでは
なく、局面はさらに変転する。それは、宣統二年に起きる「一五経費」事件と「散戸魚租」事件である。この両事件をめぐるジャライト旗と大賚庁（県）の争いは、民国初期まで続くので、章を改めて詳しく述べることにしたい。
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三
　
民国期における旗・庁（県）闘争
１
　「一五経費」事件
　
宣統二（一九一〇）年、大賚庁はジャライト旗との商議を経ぬま
まに、課程銀の十五パーセントを自分側の人件費に充てることとし、それを「一五経費」と名付けた。当然ジャライト旗はそれを簡単に許す訳にはいかないので取り戻そうとしたが、なかなか決着がつかなかった。こうした中で、清は崩壊し、ハルハ
=
モンゴルは独立
を宣言した。北洋政府は 対モンゴル政策として清の『理藩部則例』 ほぼそのまま踏襲 、モンゴル王公に対 宥和政策を採る一方、蒙地の開放を加速させた。 九一四年二月、 『禁止私放蒙荒通則』と『墾辟蒙荒奨励辦法』を制定
し
）（（
（
、開放蒙地を改めて清丈し
て未墾地の開墾を促し、漢人農民の移住 も力を注いだ。これに応じて黒龍江省は同三月二十一日に『黒龍江省清丈規則』と『黒龍江省招墾規則』 、一九一六年七月十四日に『普丈郭爾羅斯後旗生計地辦法』を発布し
た
）（（
（
。
　
ジャライト旗の開放地では、宣統三（一九一一）年と民国元（一
九一二）年に、農民たちが騒乱に乗じて地租の納入を拒否する事件が多発した。ジャライト旗は大賚庁と協力して 租の納入を促したが、効果がなかったため黒龍江省の協力を求め
た
）（（
（
。ジャライト旗は、
地租の回収と共に魚租利権の回収にも努め 民国二年三月二 六
に黒龍江都督宋小濂に文書を送り、その中で
漁場の事は放荒（蒙地開放）と違い、公家（清政府）に財源を作り出すと同時に、本旗にも利益をもたらしていた。…（略）…今［利益の分配に］障害が多くて複雑であり、本旗が得るべき利益が甚だ損なわれているので、 ［事情 ］詳細に陳述しないわけにはいかない。網戸から毎年徴収する科成（課程 課程銀）を既に折半しているが、さら 本旗 得るべき半分の科成の中から一五経費を差し引 ている。徴収する魚利（魚股）を折半するだけではなく、 ［科成のうち］本旗が取得す 分の中からさらに一五経費を差し引き、多く 一万吊毎につき一千五百吊が差し引かれている。…（略）…権力を握っ 勝手に振舞うのは権力を濫用 こと ある。本来の理に則って論ずれば、一五経費を差し引いてはならないばかりでなく、科成を折半することも理に合わないのであるが、既に共同 漁場を経営しいるので、 ［金額の］多少を問わず折半するのが相応 い方法である。本旗の獲得すべき分の中から一五経費 差し引くのはあってはならないことであろう。…（略）…互いに皆公務を務めているのに、ただ本旗［の取得すべき分］から差し引くのは合理的ではない。貴都督の明察を請う。…（略）…［都督が］処理し難いところがあれば、速やかに大総統に委ねて裁決を請うことを望
む
）（（
（
と述べた。この史料から分かるように、ジャライト旗は魚股の半分
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のみならず、課程銀の半分も大賚県に取られ、その上、ジャライト旗取得分の課程銀の十五パーセントが「一五経費」として差し引かれて大賚庁（県）の魚租徴収 人件費に充てられていた。　
ジャライト旗の訴えに対して大賚県や黒龍江省がどのように返事
をしたのかまだ分かっていないが、同十一月二十五日付「大賚県知事孟平発黒龍江民政長朱［慶瀾］宛文書
」
）（（
（
の内容から、その後のや
り取りの概略を把握できる。それによると 当初大賚県は「一五経費」を全部自分側の人件費に充てていたが、民国元年十 から一部を県の人件費に充てて、残りを省に送ったと う。また、 「一五経費」はただジャライト旗 分から差し引い ものではなく、双方が折半する前 課程銀総額から差し引いた、と解釈していた。黒龍江当局の度重なる説明の結果、ジャライト旗が論法を改めたことからみれば、これは事実であったようである。ジャライト旗の新主張は、魚租徴収に自分側からも人員を派遣しているのだから、「一五経費」も折半すべきだというものであった。これに対して大賚県は、
この「一五経費」は早くから既に省に引渡されてきたが、該旗はよく取り調べずこの経費はなお県署に留められていると思っているので、それを折半しようと請求したのである。毎回魚租を徴収す 際に該旗は一名のモンゴル人人員を派遣してくるが、［この人は］会同して監視するにすぎず、一切の仕事を県署の人員が辦理し
る
）（（
（
と黒龍江省民政長朱慶瀾に報告した。この報告を受けた朱慶瀾は翌年六月にジャライト旗に文書を送り、
魚租を徴収するためには人員を使わなければならない。人員を使うには経費を支給しなければならない。先ごろ、大賚県は税局の規定 照らして「一五経費」を差し引 て［魚租］徴収の経費にした。…（略）…貴旗はその経緯を知らなかったため誤解が生じたかもしれない。ここで特に明白に声明するが、［貴旗は］詳しい取調べを加えて理解してほしい。この「一五経費」には不公平なところはな
い
）（（
（
として大賚県を支持する態度を表明し、ジャライト旗の要求を却下した。このことは、後の満洲国興安局が編纂した『西科後旗
　
扎賚
特旗開放蒙地調査報告書』 中でも次のように触れられている。
民国二年［ジャライト旗の］灘課（課程銀）は東三省軍閥の要望によって其の一半を軍閥に與へるに至っ 。民国四年に至り軍閥の取得せる一半は県学務補助費の名目の下 此を取得する事となり、魚股も徴収成績不良の為大賚征収局 現税捐局）於て灘課と共に代徴す こととした であ
る
）（（
（
。
すなわち、大賚県が魚租徴収の実務を一手に行うようになり、ジャライト旗からの共同徴収人員の派遣も取り止められたことが分か 。　
さて、上の報告書には「魚股も徴収成績不良の為」と述べている
が、 「徴収成績不良」となった原因は何であろうか。　
ジャライト旗と大賚県が魚租をめぐって争っていた最中に編纂さ
八六
れた『大賚県志
』
）（（
（
によれば、当時の漁業は、
県内の嫩江一帯は天然の漁場であり…（略）…網戸が林立し、漁を以て業を為し、毎年の捕獲量は数百万
觔
）（（
（
を下らず、実に本
地の出産の一大宗である。…（略）…川が氾濫した年には漁獲量は百二、三十万觔に止ま が、そうではない年には捕獲量四百三十万五千六百余 達す
という状況であり、また、一斤の魚の価格は種類によって中銭百
文
）（（
（
から三百文まで均一ではなかったとい
う
）（（
（
。また、同時期にロシア人
が編集した調査書には、
魚類が豊富な黒龍江省の中でも大賚県に匹敵するところはなく、月亮泡と嫩江沿岸地域で一年 漁撈に従事し いる網戸は凡そ三百七十五戸であって、その人数は四千七百二十八人にのぼ…（略）…一九一三年と一九一四年 漁獲量はそれぞれ九百三十万斤と千五十万斤であったが これは国税徴収上に現れた数字であるから、実際より著しく遠ざかったものと解するのが妥当であろう
と記されており、当時の漁業が如何に隆盛であったかが窺われる。そして、同調査書は 魚租が「徴収成績不良」とな 原因 ついて、 「華人の通弊として 税金を如何に小額であろうとも、収税吏と結託して脱税及び減税を企てているのは明瞭なる事であるからである
」
）（（
（
と分析している。こうした状況については、後の日本人によ
る調査報告書でも、次のように述べられ 。
茲に不可能事を可能事ならしむべく経営に当りてはその裏面に於て種々の巧妙なる籠抜け行為が行われつつあること 期待し得べく、又屡々実見せし次第なり。目的は魚股としての支出額を出来得る範囲 於て軽減することにあり、その為め は漁獲物販売額を実際額より低下して発表することなり。…（略）…種々の不正手段を弄し 凡ゆる機会を捕へて駐在徴税員 目を暗ますに孜々たるものあり、然も更に務む のは税員の買収籠絡なり。而して税員の性質たるや甚だ疑がはしきものあり、約言すれば徴税員は漁者の敵にして又有力な 味方なりとも云ひ得ん。蓋し徴税の好成績よりして得る賞与よりも寧ろ買収されることによる所得が何十倍となるや図り難
し
）（（
（
。
　
魚租は魚の売上高に応じて徴収されるものであり、漁獲量と販売
価格は簡単に不正操作できるため、漁業者の不正行為と徴税員の汚職が魚租の徴収額を押し下げてい のである。　
さらに民国八年、ジャライト旗の魚股は二割に引き下げられ、民
国十一年に大賚県 警備費の補助を名目として四厘魚捐を制定し
た
）（（
（
。
魚股の引き下げはジャライト旗と大賚県の双方に損失をもたらすが、大賚県は四厘魚捐の徴収によって収入を確保し、結局、最終的に損失を蒙ったのはジャライト旗だけであった。２
　「散戸魚租」事件
　
ジャライト旗と大賚庁は魚租の共同徴収を始めた当初、大規模な
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漁業者からは魚租を徴収したが、小規模の漁業者からは徴収していなかった。このような小規模な漁業者は「散戸」と言われていた。しかし、宣統二年に大賚庁は「散戸」からも魚租を徴収し始め、それを庁の水上警察の経費と船の修理費用に充てた。後にこの事はジャライト旗の知るところ なった。ジャライト旗 であるので当然ながら双方で折半するのが平等であると主張し、半分を旗に渡すように要求し
た
）（（
（
。この事を「散戸魚租」事件と呼ぶこととする。
　
民国二年三月二十六日、ジャライト旗印務協理旗務托徳畢里克図
は黒龍江都督兼署民政長宋小濂に書を送り、
該庁は省の令を受けて本旗と商議して管轄内の魚利と科成（魚股と課程銀）を本旗と折半している。…（略）…放荒（蒙地開放）当初、互いに商議して庁官（大賚庁庁官）を設置し、一切の利権については互いに会同し 辦理 折半すると［決めて］ 、それに遵って行なってきた。巡防船は匪賊を治めるには有益なことであるが、魚利の半分を庁に与えていることは［本旗にとっ 最大限の貢献であろう。 ［大賚 は］各散戸から徴収する魚利を単独で占めて「照費」 （営業免許の費用）と名付けているが、これは宣統二年 本旗が得るべき科成から「一五経費」と う名目で三千六百余吊を差し引いた事と 様であろう。しかも、前任の薜庁官は 事を辦理した時に［本旗の］天合地局や本旗と商議したことがなく、また省署から示してくれた文書もな った。 ［本旗は］その勝手な行動に何故遵
わなければならないの
か
）（（
（
。
と述べた。これに対し、同年六月二十九日に黒龍江都督畢桂芳が回答した内容は、九月三十日付ジャライト旗印務協理
qasbazar
が畢
に送った文書の中から確認できる。それには
水上警察は地域の治安を保護するために設置されたものである。大賚庁が網戸から営業免許の費用を徴収したのは船の修理 ためであり、当地で資金を集めたのも当該地域のためであった。しかもその金額は多くなく、船を修理して残った残額は［旗と］分けるに値しない。これは地租と魚租を省と旗が分けることとは性質が違う。これ 完全に地方行政範囲内のことであったため批准し、貴旗 照会しなかった。今回［旗が］送ってきた書の中で述べた内容は事実である 貴旗 方の公益と、省と旗の感情を考慮すべきであり、このような些細なこと めぐって論争する必要はな
い
）（（
（
。
とあり、黒龍江当局は事実を認めながらも、ジャライト旗にその要求を撤回するように求めた。この文書から、大賚庁が事前にジャライト旗と相談せずに、 「散戸魚租」 徴収したこと 黒龍江当局がこの事を知りながらジャライト旗に知らせなかっ は明らかである。これに対してジャライト旗は、
全ての網戸に対して本旗が［魚租の］徴収権を持っていることについ は、以前既に述べたので、ここで改めて言う必要はない。魚の利益を［旗と県が］同様に納める とができないの
八八
何故なのか。しかも、魚の利益は本旗の地から出たものであり、散戸が漁業を行なう地域も本旗の境内にある。船の修理や、水上警察の名目で一方的にその利益を独占するのは、何故なのか。本旗は地方 治安のためでなければ何 ために魚租を折半したのか。貴都督に、大賚県に散網から徴収する魚租を全部我が旗に渡してくれるように令を下すことを請う。今後互い 論争重ねることがないよう した
い
）（（
（
。
と反論したが、十月二十八日に畢桂芳と黒龍江省行政公署財政司はジャライト旗に照会を送って、 「散戸の魚租については既に前回の貴旗に咨呈した照会で明らかにして処理し終わった。…（略）…貴旗は、このこ をめぐってくどくどと言い争い、必ずそれを折半しようと しないでもらいたい
」
）（（
（
と、ジャライト旗の要求を固く拒否
した。かくして、大賚県による「散戸魚租」の独占は省からの明確な保証を得るに至った ある。
おわりに
　
ジャライト旗における魚租は、蒙地開放以前に発生し、開放の当
初まで黒龍江当局とは関係なく、旗が独自に徴収してい 。しかし、開放の進展に伴って大賚庁（県）の権力 拡大 、同庁（県）を始めとする黒龍江当局に依存しないと魚租徴収 不可能となり、旗は魚租の半分を代償に の共同徴収に乗り出 た。黒龍江
当局は後に単独で魚租を決めるようになり、しかもその権限を清政府に認めさせようとした。政府はそれを許可しなかったが、現地の実態は黒龍江当局の思惑通りに進展していく。宣統年間以降、大賚庁（県） 勝手に種々 制度を決めて強行し、旗は黒龍江省に訴えるが、省が県の主張を支持したため、ジャライト旗は完全に孤立してしまう。　
従来、清末～民国初期のモンゴル政策については、主に蒙地を中
心に研究が行なわれてきた。蒙地研究は土地自体に主眼を置き、土地以外の自然資源にあまり注目してこなかったため、魚租の問題は蒙地という大きな問題の中に埋もれていた。しかし、本稿が明らかにしたように、一部のモンゴル旗では、開放蒙地の他に 河川や湖にも大きな利権が存在していた である。魚租に関する史料がこれほど豊富 あるこ も 旗―庁（県）―省関係の中で魚租問題が如何に重要であったかを示している。　
蒙地開放においては、土地の開放面積、押荒銀と地租の額、出放
による旗と国の利益分配に統一的な規定があっ 、ほとんど不変あった。しかし、魚租は漁獲量や魚の時価によって常に変化し、人為的に操ることが容易であるため、土地に比べて状況がはるかに複雑であった。こう た魚租 特徴を利用 、網戸達と庁（県）の税吏は結託して、それを思うがままにコントロールして旗 損害を与えた。これは、蒙地開放には見られない現象であり 本稿 おける考察は、清末～民国初期の旗―庁（県）関係を理解する上で、新た
清末～民国初期のモンゴル旗―庁（県）関係
八九
な視点を提供しえたと考える。　　
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
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（５）

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（
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（
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徐世昌『東三省政略』巻二「蒙務」 （下） 。
（
13）
井手俊太郎「嫩江水域に於ける漁股、課程銀子に就て」 、蒙古研究会『
古研究』第三巻第二輯、康徳八年五月、六八頁。
（
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